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Ⅰ  はじめに 

飼料用稲は，稲わらとは異なり，稲の完熟前に子実と茎葉を同時収穫し，ホールクロップサ

イレージとして調製される。わが国の飼料用稲作付面積は， 2003 年，5 千 ha に達した。飼料

用稲の栽培には，飼料自給率向上や水田保全など，市場では評価されない多面的な便益が期待

されている。しかし，飼料用稲の TDN 価は，その生産費を賄うとすれば，輸入乾牧草の TDN 価

よりも相当に高い。そこで政府は，補助金により飼料用稲と輸入乾牧草の価格体系を変化させ，

飼料用稲の利用を促進してきた。本研究は，効率的な財政支出のため，耕畜連携システムの計

量分析モデルを構築し，補助金が飼料用稲の作付けに及ぼす影響の定量的評価手法を提案する。 

Ⅱ  モデル 

広島県三原市久井町の耕畜連携システムを事例とした。このシステムは，酪農家５戸，耕種

農家 21 戸，コントラクターのＹ集落営農組合で構成される。耕種側は飼料用稲を転作作物と

して栽培する。コントラクターは，飼料用稲を収穫し，畜産農家の庭先まで運搬し，そこで調

製を行う。畜産側は飼料用稲を牛に給与する。この耕畜連携システムは，第１図に示す連立方

程式モデルで表現できる。  

畜産側の行動モデルを示そう。酪農家は，粗

飼料給与にあたり，飼料用稲と輸入乾牧草の価

格を比較し，それぞれをどれだけ購入するか考

える。この選択行動を，いずれか安い方を購入

する完全代替ではなく，不完全代替とし，生乳

の生産関数を，(1)式のように，代替の弾力性を

一定とする CES 型に特定化する。𝑄𝑊は飼料用稲

需要量（TDNkg），𝑄𝑀は輸入乾牧草需要量（TDNkg）

である。𝜃は効率パラメータ，𝜎は代替の弾力性，

𝛼は分配パラメータである。また，費用𝐶𝐿を (2)

式と定義する。 𝑃𝑊は飼料用稲の運賃込み価格（円

/TDNkg），�̅�𝑀は，輸入乾牧草の運賃込み価格（円

/TDNkg）で，  �̅�𝑀 = 一定とする。また𝑆𝐿は，給与

実証助成金（円/TDNkg）で，飼料用稲の給与に

対して交付される。生乳の生産量を �̅� = 一定と仮

定し，費用最小化問題を解けば， (3)式を得る。 

次に，耕種側の行動モデルを示そう。飼料用稲生産の総費用𝐶𝑊を(4)式と定義する。 �̅�𝑉𝐴は中

間投入額（円/TDNkg）で，一定とする。�̅�𝑉𝐿は労賃単価で，一定とする。𝐿𝑉(𝑄𝑊)は労働投入量で， 

(5)式に示す二次関数で表現できるとする。 �̅�𝑉𝐾は資本利子率， �̅�𝑉は資本投入量で，双方ともに

第１図 連立方程式モデル 
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一定とする。�̅�𝑉𝐴は地代単価，�̅�𝑉は土地投入量で，双方ともに一定とする。𝑃𝐶は，コントラクタ

ーへ支払う，収穫・運搬・調製料金（円 /TDNkg）である。𝑆𝑊は転作助成金（円/TDNkg）である。

ここで，利潤を最大化するよう，限界費用と価格が一致（𝜕𝐶𝑊 𝜕𝑄𝑊 = 𝑃𝑊⁄ ）するように作付け決

定するとすれば，(6)式の飼料用稲の供給関数を得る。 

コントラクターは，(7)式に示すように，収支が均衡するように行動するとする。  𝜇𝐴𝑉𝐶は飼

料用稲の収穫・運搬・調製の可変費用（円/TDNkg），  𝜇𝐹𝐶は飼料用稲の収穫・運搬・調製の固

定費用，𝑆𝐶は飼料用稲の収穫・調製機械への助成金である。 

(1)(3)(6)(7)式の連立方程式を解けば，飼料用稲の需給均衡価格𝑃𝑊と量𝑄𝑊，輸入乾牧草の需

要量𝑄𝑀，飼料用稲の収穫・運搬・調製料金𝑃𝐶を得る。すなわち，内生変数は𝑄𝑊，𝑄𝑀，𝑃𝑊，𝑃𝐶で

ある。外生変数は， �̅�，  𝜃，𝛼，𝜎， �̅�𝑀， �̅�𝑉𝐴，  𝛿0，𝛿1，  𝜇𝐴𝑉𝐶，  𝜇𝐹𝐶，  𝑆𝐿，𝑆𝑊，𝑆𝐶で，事例とした耕

畜連携システムの経営調査より得た。ただし代替の弾力性  𝜎は，酪農家に対する，飼料用稲と

輸入乾牧草の「価格比」と「需要量の比」の関係の仮想的質問より得た。飼料用稲の供給関数

のパラメータ𝛿1は，耕種農家に対する「飼料用稲栽培による手取り（= 𝑃𝑊 − �̅�𝑉𝐴 − 𝑃𝐶 + 𝑆𝑊）」と

「栽培面積」の関係の仮想的質問より得た。𝜃，𝛼，  𝛿0はカリブレーションによる。 

Ⅲ  補助金支給と飼料用稲の作付 

助成金を変動させた場合の飼料用稲作付面積（飼料用稲需給均衡量𝑄𝑊より換算）をシミュレ

ーションしよう。第２図パネルＡには，給与実証助成金３水準に対応する，転作助成金と作付

面積の関係が描かれている。例えば，給与実証助成金が現行の 10 千円/10aの時，転作助成金が現

行の 55 千円/10aから 45 千円/10aに低下すれば（a 点→b 点），作付面積は 6.7haから 5.1haに減少する。

転作助成金が現行の 55 千円/10aの時，現行の給与実証助成金 10 千円/10aが廃止されれば（a 点→c

点），作付面積は 6.7haから 5.1haに減少する。また，システムが持続するための最低作付規模は，収穫・

調製機械助成金が現行の 1/3補助の場合 2.3haだが，助成金が廃止されれば 5.8haまで上昇する。 

パネルＢには，給与実証助成金３水準に対応する，作付面積と財政負担（＝転作助成金＋給与

実証助成金）の関係を示した。作付面積が現状の 6.7haの時の財政負担を比較すれば，給与実証助成金

が 20千円/10aの場合 3,702千円，10千円の場合 4,374千円，0円の場合 5,046千円である。すなわち，シ

ステムの持続には，転作助成金よりも給与実証助成金の水準の維持の方が重要と言える。言い換えれば，転

作助成金だけで現在の作付面積を維持しようとすれば，財政負担は相当に大きくなる． 
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[Ａ 転作助成金と飼料用稲作付面積] 

転作助成金 

6.7 

45 55 

5.1 

2.3 

給与実証 20 千円/10a 

 
0 円/10a 

 

10 千円/10a 

 

第２図 シミュレーションの結果 
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